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市川市地域防災計画（大規模事故編） 新旧対照表 

ページ 修正箇所 現行 修正後 
目次 第１章 第２節 第２節 市の現況  

１ 位置 
２ 気候  
３ 道路 
４ 鉄道 
５ 港湾 
６ 空港 
７ 核燃料・放射性物質取扱施設 
８ 石油コンビナート 

第２節 市の現況  
１ 位置等 
２ 空港  
３ 核燃料・放射性物質取扱施設 
４     
５     
６     
７                   
８         

同上 第２章 第３節 １０     １０ 増援 
同上 第３章 第１０節                                 

          
          
             

第１０節 大規模ライフライン事故災害対策計画 
１ 基本方針 
２ 予防計画 
３ 応急対策計画 

１ 第１章 第１節 第２ 
対象とする災害 
■予想される大規模 
  事故災害 

                   ⑩大規模ライフライン事故災害 
 
 
 
 
 

（別添５） 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
１ 第１章 第２節 第１ 

位置等 
１ 位置   
本市は、千葉県の北西部に位置し、北は松戸市、東
は船橋市、鎌ヶ谷市、南は浦安市及び東京湾にそれ
ぞれ面し、西は江戸川及び旧江戸川を隔て東京都江
戸川区及び葛飾区と相対している。            
         
                                 
                                 
                                 
                                 
                                 
                    

１ 位置等 
本市は、千葉県 北西部に位置し、北は松戸市、東
は船橋市と鎌ヶ谷市、南は浦安市と 東京湾に    
面し、また江戸川区・葛飾区と相対している。市域面
積は、56.39k㎡、東西に 8.2km、南北に 13.4km
となっている。 
都心から近いことから都心部と県内各地を結ぶ広域交
通が集中しており、ＪＲ総武線・京葉線・武蔵野線、
京成本線、東京メトロ東西線、都営新宿線、北総線
といった鉄道網が発達し、京葉道路・湾岸道路、国道
１４号などの幹線道路が東西に、東京外かく環状道
路が南北方向に通っている。 

２ 第１章 第２節 第２ 
空港 

２ 気候 ２ 空港 

同上 第１章 第２節 第３ 
核燃料・放射性物質 
取扱施設 

３ 道路 ３ 核燃料・放射性物質取扱施設 

３ 第１章 第２節 第３ 
空港施設及び核燃料・ 
放射性物質取扱 
施設等 

                                 
                                 
                      

※東京国際空港（羽田空港）、成田国際空港の飛
行ルートは、風向き（南風・北風）や、好天・悪天時
により異なる飛行経路で運用している。 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
３ 第１章 第２節 第４ ４ 鉄道 削除 
同上 第１章 第２節 第５ ５ 港湾 削除 
同上 第１章 第２節 第６ ６ 空港 削除 
同上 第１章 第２節 第７ ７ 核燃料・放射性物質取扱施設 削除 
同上 第１章 第２節 第８ ８ 石油コンビナート 削除 
５ 第２章 第２節 第２ 

事故対策本部 
（２）組織構成 
本部員 

       、総務部長、企画部長、財政部長、   
     、            、       、     
  、      、       、        、保健部 
長、      、       、道路交通部長、水と緑
の部長、行徳支所長、      、議会事務局長、 
                、            、  
            、      、         、学
校教育部長、災害の種別等に応じて本部長が指定す
る部局の長 

広報室長、総務部長、企画部長、財政部長、情報
政策部長、文化スポーツ部長、市民部長、経済部
長、観光部長、福祉部長、こども政策部長、保健部
長、環境部長、街づくり部長、道路交通部長、水と緑
の部長、行徳支所長、会計管理者、議会事務局長、
選挙管理委員会事務局長、監査委員事務局長、農
業委員会事務局長、教育次長、生涯学習部長、学
校教育部長、その他危機管理監が必要と認める者 

７ 第２章 第３節 
応急対策計画 
■事故対策本部の体制 

 ■事故対策本部の体制を追加 

８ 第２章 第３節 
■事故対策本部 
の所掌事務 

 
              

表中の「災害対応事務局」の「本部・拠点名」 
災害対応事務局 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
８ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
              
              
              

表中の「災害対応事務局」の「責任者」 
①危機管理室長 
②危機管理課長 
③地域防災課長 

同上 同上  
            
            

表中の「災害対応事務局」の「担当部局」 
●危機管理課 
○地域防災課 

同上 同上  
                
           
           
              
                    

表中の「災害対応事務局」の「所掌事務」 
災害活動方針案の作成 
被害状況の分析 
本部会議の運営 
避難勧告等の発令準備 
千葉県や自衛隊等との連絡・調整 

同上 同上  
      

表中の「広報班」の「本部・拠点名」 
広報班 

同上 同上  
         
          
           

表中の「広報班」の「責任者」 
①広報室長 
②広報室次長 
③広報広聴課長 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
８ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
             
                   
        
             

表中の「広報班」の「担当部局」 
●広報広聴課 
○新庁舎プロモーション担当室 
○秘書課 
○Web管理課 

同上 同上  
                     
                             
                   
                              
            
                          

表中の「広報班」の「所掌事務」 
 本部長等のスケジュール管理 
 記者発表・取材対応・報道機関への広報依頼 
 災害ポータルページの更新 
 メール情報配信サービス、緊急速報メールの配信 
 SNS の配信 
 広報車・広報紙等による市民への広報 

同上 同上  
             

表中の「システム・受援班」の「本部・拠点名」 
システム・受援班 

同上 同上  
             
               
               

表中の「システム・受援班」の「責任者」 
①情報政策部長 
②情報政策部理事 
③情報政策部次長 

同上 同上  
            
                 

表中の「システム・受援班」の「担当部局」 
●情報政策部 
○ボランティア・NPO課 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
８ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
                            
                 
          
                     
              
       

表中の「システム・受援班」の「所掌事務」 
 応急対策活動に係る情報システムの維持管理 
 災害情報のモニタリング・分析 
 市民ニーズの分析 
 災害対応事務局との総合調整・支援 
 ボランティアの受け入れ 
 応援・受援 

同上 同上  
          

表中の「業務継続班」の「本部・拠点名」 
業務継続班 

同上 同上  
          
            
              

表中の「業務継続班」の「責任者」 
①企画部長 
②企画部次長 
③行政経営課長 

同上 同上  
           

表中の「業務継続班」の「担当部局」 
●行政経営課 

同上 同上  
          

表中の「業務継続班」の「所掌事務」 
 業務継続 

同上 同上  
           

表中の「予算・調査班」の「本部・拠点名」 
予算・調査班 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
８ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
          
            
          

表中の「予算・調査班」の「責任者」 
①財政部長 
②財政部次長 
③財政課長 

同上 同上  
        
              

表中の「予算・調査班」の「担当部局」 
●財政部 
○監査委員事務局 

同上 同上  
            
         
               
         
            

表中の「予算・調査班」の「所掌事務」 
 緊急予算措置 
 庁舎管理 
 車両の調整、配備 
 物資管理 
 り災証明書発行 

同上 同上  
 
                   

表中の「帰宅困難者・外国人対応班」 
の「本部・拠点名」 
帰宅困難者・外国人対応班 

同上 同上  
         
           
             

表中の「帰宅困難者・外国人対応班」の「責任者」 
①観光部長 
②観光部次長 
③観光政策課長 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
８ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
      
          

表中の「帰宅困難者・外国人対応班」の「担当部局」 
●観光部 
○国際政策課 

同上 同上  
               
            

表中の「帰宅困難者・外国人対応班」の「所掌事務」 
 帰宅困難者の支援 
 外国人の支援 

同上 同上  
      

表中の「渉外班」の「本部・拠点名」 
渉外班 

同上 同上  
             
               

表中の「渉外班」の「責任者」 
①議会事務局長 
②議会事務局次長 

同上 同上  
           

表中の「渉外班」の「担当部局」 
●議会事務局 

同上 同上  
           

表中の「渉外班」の「所掌事務」 
 市議会対応 

９ 第２章 第３節 
■事故対策本部 
の所掌事務 

 
        

表中の「消防本部」の「本部・拠点名」 
消防本部 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
９ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
          
                   
                   

表中の「消防本部」の「責任者」 
①消防局長 
②消防局次長（総務担当） 
③消防局次長（警防担当） 

同上 同上  
            
            
       
       
       
       
       

表中の「消防本部」の「担当部局」 
●消防総務課 
○企画管理課 
○指令課 
○予防課 
○警防課 
○救急課 
○消防団 

同上 同上  
              
                       
                         
                   
                     

表中の「消防本部」の「所掌事務」 
 消火、救助、救出 
 延焼火災時等の広域避難対策 
 行方不明者等の捜索活動の推進 
 消防活動記録の収集・管理 
 消防計画の立案、推進、管理 

同上 同上  
        

表中の「医療本部」の「本部・拠点名」 
医療本部 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
９ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
         
           
             

表中の「医療本部」の「責任者」 
①保健部長 
②保健部次長 
③保健医療課長 

同上 同上  
       

表中の「医療本部」の「担当部局」 
●保健部 

同上 同上  
                       
                               
                 
             

表中の「医療本部」の「所掌事務」 
 応急医療活動、保健活動、防疫活動 
 医療救護所における応急医療活動体制の整備、
保健・防疫活動の実施 

 遺体の処理、埋葬 
同上 同上  

            
表中の「被災生活支援本部」の「本部・拠点名」 
被災生活支援本部 

同上 同上  
        
           
                   

表中の「被災生活支援本部」の「責任者」 
①総務部長 
②総務部次長 
③選挙管理委員会事務局長 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
９ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
      
      
            
      
      
      
          
      
                
          
              

表中の「被災生活支援本部」の「担当部局」 
●総務部 
○企画部 
○文化スポーツ部 
○市民部 
○経済部 
○福祉部 
○こども政策部 
○環境部 
○選挙管理委員会事務局 
○生涯学習部 
○農業委員会事務局 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
９ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
                                 
                
              
                       
               
        
             
              
           
                      
                   
        

表中の「被災生活支援本部」の「所掌事務」 
 災害対策本部指揮所内の各係（市民からの要望
受付等）に関すること 

 災害班の運営支援 
 小学校区防災拠点の運営支援 
 避難所の開設・管理 
 労務供給 
 救援物資の供給 
 要配慮者への支援 
 生活再建支援 
 公共施設等の利用調整・管理 
 応急仮設住宅の入居斡旋 
 ペット対策 

同上 同上  
                

表中の「被災市街地対応本部」の「本部・拠点名」 
被災市街地対応本部 

同上 同上  
             
               
             
           

表中の「被災市街地対応本部」の「責任者」 
①街づくり部長 
②道路交通部長 
③水と緑の部長 
④環境部長 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
９ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
          
            
          
        

表中の「被災市街地対応本部」の「担当部局」 
●街づくり部 
○道路交通部 
○水と緑の部 
○環境部 

同上 同上  
                                 
               
                      
                                 
      
             
        
          
                        
                       
               
               
                                 
           

表中の「被災市街地対応本部」の「所掌事務」 
 被災した市街地における危険防災対策、道路・拠
点施設等の応急確保 

 応急危険度判定本部の開設・運営 
 崖や河川、海岸等の巡視・監視及び避難に係る意
見具申 

 土砂災害への対応 
 道路規制 
 倒木の処理 
 排水施設等の運転管理及び排水活動 
 住宅再建（都市復興）方針の策定 
 防疫活動、消毒の実施 
 清掃、災害廃棄物処理 
※り災証明書発行のための住家認定調査の計画・ 
実施への協力 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
９ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
        

表中の「行徳本部」の「本部・拠点名」 
行徳本部 

同上 同上  
           
             
             

表中の「行徳本部」の「責任者」 
①行徳支所長 
②行徳支所次長 
③支所総務課長 

同上 同上  
        

表中の「行徳本部」の「担当部局」 
●行徳支所 

同上 同上  
                                 
                        
                   
                                 
     

表中の「行徳本部」の「所掌事務」 
 行徳地域の孤立化等の問題に備えた、行徳地域の
実情に応じた応急対策の立案・推進 

 港湾の被災状況の調査・把握 
 東京湾沿岸部の高潮に関する巡回警戒災害 6班
の運営 

１０ 第２章 第３節 
■事故対策本部 
の所掌事務 

 
        

表中の「災害１班」の「本部・拠点名」 
災害１班 

同上 同上  
             
               

表中の「災害１班」の「責任者」 
①文化ｽﾎﾟｰﾂ部長 
②文化ｽﾎﾟｰﾂ部次長 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
１０ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
            
            
                
          
                   

表中の「災害１班」の「担当部局」 
●文化芸術課 
○文化施設課 
○東山魁夷記念館 
○スポーツ課 
○市川駅行政ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

同上 同上  
        

表中の「災害２班」の「本部・拠点名」 
災害２班 

同上 同上  
          
            

表中の「災害２班」の「責任者」 
①市民部長 
②市民部次長 

同上 同上  
           
           
      

表中の「災害２班」の「担当部局」 
●地域振興課 
○大柏出張所 
○会計課 

同上 同上  
      

表中の「災害３班」の「本部・拠点名」 
災害３班 

同上 同上  
            
              

表中の「災害３班」の「責任者」 
①生涯学習部長 
②生涯学習部次長 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
１０ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
            
            
            

表中の「災害３班」の「担当部局」 
●教育総務課 
○教育施設課 
○社会教育課 

同上 同上  
        

表中の「災害４班」の「本部・拠点名」 
災害４班 

同上 同上  
              
                

表中の「災害４班」の「責任者」 
①こども政策部長 
②こども政策部次長 

同上 同上  
                
            
                
                

表中の「災害４班」の「担当部局」 
●こども家庭支援課 
○こども福祉課 
○こども施設計画課 
○こども施設入園課 

同上 同上  
         

表中の「災害５班」の「本部・拠点名」 
災害５班 

同上 同上  
         
           

表中の「災害５班」の「責任者」 
①経済部長 
②経済部次長 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
１０ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
           
             
           
           

表中の「災害５班」の「担当部局」 
●経済政策課 
〇商工業振興課 
〇農業振興課 
〇中央図書館 

同上 同上  
        

表中の「災害６班」の「本部・拠点名」 
災害６班 

同上 同上  
           
             
             

表中の「災害６班」の「責任者」 
①行徳支所長 
②行徳支所次長 
③支所総務課長 

同上 同上  
              

表中の「災害６班」の「担当部局」 
●行徳支所の全課 

同上 同上  
 
       
           

表中の「①リーダー」、「②サブリーダー」 
の「本部・拠点名」 
①リーダー 
②サブリーダー 

同上 同上  
                                 
                               
        

表中の「①リーダー」、「②サブリーダー」の「担当職員」 
○緊急初動配備職員の内、小学校区防災拠点要員
として指名された職員及び被災生活支援本部からの
派遣職員 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
１０ 第２章 第３節 

■事故対策本部 
の所掌事務 

 
 
                      
                      
                                 
                           
                         
              
                   
            

表中の「現地災害対策本部（災害班）／小学校学
校区防災拠点（避難所）」の「所掌事務」 
 管轄地域全体の被害情報の収集 
 被災生活支援本部への状況報告 
 管轄する小学校区防災拠点からの情報集約・指示 
 管轄する小学校区防災拠点の管理・支援 
 地区の情報収集・発信・災害班との連絡 
 避難所開設・運営支援 
 物資の供給等被災生活の支援 
 地域への広報活動 

１１ 第２章 第３節 第１ 
情報収集・伝達 

１ 情報収集・伝達 
（１）市                 は、（略）。 

１ 情報収集・伝達 
（１）市（危機管理室及び消防局）は、（略）。 

１２ 第２章 第３節 第８ 
広報活動 

８ 広報活動 
市は、事故発生状況や地域への影響等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗ
ｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック            
         等による広報活動を行う。 

８ 広報活動 
市は、事故発生状況や地域への影響等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗ
ｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック、LINE、メール情
報配信サービス等による広報活動を行う。 

１２ 第２章 第３節  
第１０ 
増援 

       
                                
    

１０ 増援 
災害対応の状況により、各担当部署に必要な増援を
行う。 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
１６ 第 3章 第 1節 第 2 

（8）文化財の防火対
策 

（8）文化財の防火対策 
また毎年１月２６日は文化財防災デーとして、文化
財の防火意識の高揚を図るため、消防局と教育委員
会等の協力のもとに文化財建造物の消防訓練を行
う。 

（8）文化財の防火対策 
また毎年１月２６日は文化財防火デーとして、文化
財の防火意識の高揚を図るため、消防局と教育委員
会等の協力のもとに文化財建造物の消防訓練を行
う。 

１７ 第３章 第１節 第３ 
（５）広報活動 

（５）広報活動 
市は、事故発生状況や地域への影響等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗ
ｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック、          
         等による広報活動を行う。 
また、負傷者の搬送先、遺体の収容について、窓口を
設置し、問い合わせに対応する。 

（５）広報活動 
市は、事故発生状況や地域への影響等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗ
ｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック、LINE、メール情
報配信サービス等による広報活動を行う。 
また、負傷者の搬送先、遺体の収容について、窓口を
設置し、問い合わせに対応する。 

２１ 第３章 第２節 第３ 
（３）広報活動 

（３）広報活動 
市は、事故発生状況や地域への影響等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗ
ｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック、          
         等による広報活動を行う。 
また、負傷者の搬送先、遺体の収容について、窓口を
設置し、問い合わせに対応する。 

（３）広報活動 
市は、事故発生状況や地域への影響等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗ
ｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック、LINE、メール情
報配信サービス等による広報活動を行う。 
また、負傷者の搬送先、遺体の収容について、窓口を
設置し、問い合わせに対応する。 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
２４ 第３章 第３節 第３ 

（６）広報活動 
（６）広報活動 
市は、事故発生状況や地域への影響等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗ
ｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック           
         等による広報活動を行う。 
また、負傷者の搬送先、遺体の収容について、窓口を
設置し、問い合わせに対応する。 

（６）広報活動 
市は、事故発生状況や地域への影響等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗ
ｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック、LINE、メール情
報配信サービス等による広報活動を行う。 
また、負傷者の搬送先、遺体の収容について、窓口を
設置し、問い合わせに対応する。 
 

３０ 第３章 第４節 第３ 
（５）広報活動 

（５）広報活動 
ア 市は、事故発生状況や異臭等による沿岸地域へ
の影響等について、防災行政無線、広報車、CATV、
ＦＭ放送、市公式Ｗｅｂサイト、ツィッター・フェイスブ
ック                    等による広報活
動を行う。 

（５）広報活動 
ア 市は、事故発生状況や異臭等による沿岸地域へ
の影響等について、防災行政無線、広報車、CATV、
ＦＭ放送、市公式Ｗｅｂサイト、ツィッター・フェイスブ
ック、LINE、メール情報配信サービス等による広報活
動を行う。 

３３ 第３章 第５節 第３ 
（６）広報活動 

（６）広報活動 
災害応急対策実施の理解を求めるため、市及び警察
機関、成田空港事務所並びに当該航空運送事業者
は、報道機関又は防災行政無線及び広報車、
CATV、FM放送、市公式Ｗｅｂサイト、ツィッター・フ
ェイスブック                   等により、
地域住民や旅客等に対して、次のとおり広報活動を行
う。（略） 

（６）広報活動 
災害応急対策実施の理解を求めるため、市及び警察
機関、成田空港事務所並びに当該航空運送事業者
は、報道機関又は防災行政無線及び広報車、
CATV、FM放送、市公式Ｗｅｂサイト、ツィッター・フ
ェイスブック、LINE、メール情報配信サービス等により、
地域住民や旅客等に対して、次のとおり広報活動を行
う。（略） 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
３６ 第３章 第６節 第３ 

（５）広報活動 
（５）広報活動 
市は、事故発生状況や地域への影響等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗ
ｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック            
         等による広報活動を行う。 
また、負傷者の搬送先、遺体の収容について、窓口を
設置し、問い合わせに対応する。 

（５）広報活動 
市は、事故発生状況や地域への影響等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗ
ｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック、LINE、メール情
報配信サービス等による広報活動を行う。 
また、負傷者の搬送先、遺体の収容について、窓口を
設置し、問い合わせに対応する。 
 

３９ 第３章 第７節 第３ 
（５）広報活動 

（５）広報活動 
市は、事故発生状況や地域への影響等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗ
ｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック            
         等による広報活動を行う。 
また、負傷者の搬送先、遺体の収容について、窓口を
設置し、問い合わせに対応する。 

（５）広報活動 
市は、事故発生状況や地域への影響等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗ
ｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック、LINE、メール情
報配信サービス等による広報活動を行う。 
また、負傷者の搬送先、遺体の収容について、窓口を
設置し、問い合わせに対応する。 

４４ 第３章 第８節 第４ 
（５）広報活動 

（５）広報活動 
県及び市は、放射性物質事故が発生した場合、地域
住民が必要とするモニタリング結果などの情報につい
て、防災行政無線、広報車、CATV、ＦＭ放送、市
公式Ｗｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック       
          等を通じて、迅速かつ的確に広報す
るものとする。 

（５）広報活動 
県及び市は、放射性物質事故が発生した場合、地域
住民が必要とするモニタリング結果などの情報について、
防災行政無線、広報車、CATV、ＦＭ放送、市公式
Ｗｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック、LINE、メール
情報配信サービス等を通じて、迅速かつ的確に広報す
るものとする。 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
４７ 第３章 第９節 第２ 

（６）広報活動 
（６）広報活動 
市は、不発弾等の処理状況や避難指示等について、
防災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式
Ｗｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック          
           等により、随時広報活動を行う。 

（６）広報活動 
市は、不発弾等の処理状況や避難指示等について、
防災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式
Ｗｅｂサイト、ツィッター・フェイスブック、LINE 、メール
情報配信サービス等により、随時広報活動を行う。 
 

４８ 第３章 第１０節                                第１０節 大規模ライフライン事故災害対策計画 
４８ 第３章 第１０節 

第１ 
基本方針 

          
                                 
                                 
                                 
                                 
                                 
                   
                                 
                                 
                                 
              
                                 
                                 
                                 
      

１ 基本方針 
令和元年 9月 9日に千葉県に上陸した台風 15

号において、本市は、北東部を中心に約 3,300軒の
停電被害が発生した。県内では約 64万軒もの停電
被害が発生し、同月の 27日に電柱等の倒壊した地
域を除き概ねの復旧が終了したが、大規模停電として
市民生活に影響をもたらした。 
また、平成 24年 5月に利根川水系の浄水場で高

濃度のホルムアルデヒドが検出された事故に伴い、県内
で約 35万世帯が断水し、本市においても飲料水の確
保等の対応に追われた。 
過去の大規模停電及び水質事故等のライフライン

事故災害を踏まえ、各種事故発生時の各事業者及
び市の対策について定め被害の軽減を図ることを目的
とする。 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
４８ 第３章 第１０節 

第１ 
基本方針 

            
                                 
                       

（１）対象事故 
大規模な停電、ガス供給停止、断減水等、市民の生
命・生活に重大な影響を与える事故 
 
 
 

同上 同上              
      
                                 
                
       
                           
         
                                 
                                 
                       
         
                           
                               
                                 
                                 
                        

（２）ライフライン事業者 
① 電気 
本市の電力を管轄する東京電力パワーグリッド株式会
社の概要は次のとおりとする。 
（京葉支社） 
・住所︓〒273-0011 船橋市湊町 2-2-16 
・サービス区域︓ 
市川市（稲越町の一部を除く）、船橋市（高野台を
除く）、浦安市、鎌ケ谷市（一部を除く）、習志野
市、八千代市、白井市（冨士の一部）、 
（東葛支社） 
・住所︓〒277-8560 柏市新柏 1-13-2 
・サービス区域︓市川市（稲越町 185,215番
地,688番地 3）、松戸市、船橋市（高野台）、 
鎌ケ谷市の一部、柏市、流山市、野田市、我孫子市
（一部を除く）、白井市（一部を除く） 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
４８ 第３章 第１０節 

第１ 
基本方針 

               
      
                                 
           
                              
                                 
                         
                            

（２）ライフライン事業者 
② ガス 
本市のガス供給を管轄する京葉ガス株式会社の概要
は次のとおりである。 
・住所︓〒272-8580 市川市市川南 2-8-8 
・供給区域︓市川市、松戸市、鎌ケ谷市、浦安市の
全域、および船橋市、柏市、流山市、 
白井市、習志野市、我孫子市の一部区域 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
４８ 第３章 第１０節 

第１ 
基本方針 

               
                                 
              
            
                                 
                                 
                                 
                                 
                                 
                                 
                                 
                                 
              
                    
                              
                                 
                                 
                                 
                                 
                                 
   

（２）ライフライン事業者 
③ 水道 本市の水道水を管轄する千葉県企業局の
概要は次のとおりである。 
（市川水道事務所） 
・住所︓〒272-0023 市川市南八幡 1-10-15 
・受持ち区域︓市川、市川南、稲越町、大洲、大野
町、大町、大和田、鬼越、鬼高、柏井町、上妙典、
北方、北国分、国府台、高谷、高谷新町、国分、下
貝塚、新田、菅野、須和田、曽谷、高石神、田尻、
稲荷木、中国分、中山、原木、東大和田、東国分、
東菅野、東浜、平田、二俣、二俣新町、奉免町、北
方町、堀之内、真間、南大野、南八幡、宮久保、 
本北方、八幡、若宮 
（市川水道事務所 葛南支所） 
・住所︓〒272-0144 市川市新井 3-15-10 
・受持ち区域︓相之川、新井、伊勢宿、入船、押
切、欠真間、加藤新田、河原、香取、行徳駅前、
幸、塩浜、塩焼、島尻、下新宿、下妙典、末広、関ヶ
島、高浜町、宝、千鳥町、富浜、新浜、日之出、広
尾、福栄、本行徳、本塩、湊、湊新田、南行徳、妙
典 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
４９ 第３章 第１０節 

第１ 
基本方針 

               
                   
          
                          
                
          
                            
                 
          
                            
                 

（２）ライフライン事業者 
③＜給水車等への注水場所＞ 
（栗山浄水場） 
・住所︓〒271-0097 松戸市栗山 198 
・有効貯水量︓19,760㎥ 
（妙典給水場） 
・住所︓〒272-0111 市川市妙典 2-4-1 
・有効貯水量︓100,000㎥ 
（船橋給水場） 
・住所︓〒273-0043 船橋市行田町 345 
・有効貯水量︓18,000㎥ 

同上 同上                          
                                 
                                 
                                 
                                 
       
                                 
       

（３）ライフライン事業者の防災計画等 
ライフライン事業者は、事故等の緊急事態に備え以下
の計画等に基づき、予防・応急対策を行うものとする。 
①東京電力パワーグリッド株式会社「防災業務計画」 
②京葉瓦斯株式会社「ガス漏えい及びガス事故等処
理要領」 
③千葉県企業局「企業局水道事業事故等対策基本
計画」等 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
５０ 第３章 第１０節 

第２ （１） 
情報収集体制の整備 

                   
                                 
                       

（１）情報収集体制の整備 
市は、ライフライン事業者と開庁時、夜間、災害時優
先の連絡先の交換を行うものとする。 

同上 同上  
                            

表中の「市川市」の「開庁時」 
危機管理室（危機管理課・地域防災課） 

同上 同上  
           

表中の「市川市」の「夜間・休日」 
消防局指令課 

同上 同上  
                   
                   

表中の「市川市」の「災害時」 
危機管理課長・副参事・主幹 
地域防災課長・副参事・主幹 

同上 同上  
 
          
             

表中の「東京電力パワーグリッド千葉総支社・京葉支
社」の「開庁時」 
千葉総支社 
業務統括グループ 

同上 同上  
 
               
                  

表中の「東京電力パワーグリッド千葉総支社・京葉支
社」の「夜間・休日」 
①当直（千葉総支社） 
②支社長代理（京葉支社） 

同上 同上  
 
                 

表中の「東京電力パワーグリッド千葉総支社・京葉支
社」の「災害時」 
災害対策組織による対応 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
５０ 第３章 第１０節 

第２ （１） 
情報収集体制の整備 

 
           

表中の「京葉ガス」の「開庁時」 
保安指令室 

同上 同上  
           

表中の「京葉ガス」の「夜間・休日」 
保安指令室 

同上 同上  
           

表中の「京葉ガス」の「災害時」 
災害対策室 

同上 同上  
    

表中の「市川水道事務所」の「開庁時」 
同左 

同上 同上  
       

表中の「市川水道事務所」の「夜間・休日」 
技術次長 

同上 同上  
       

表中の「市川水道事務所」の「災害時」 
技術次長 

同上 同上  
    

表中の「市川水道事務所葛南支所」の「開庁時」 
同左 

同上 同上  
       

表中の「市川水道事務所葛南支所」の「夜間・休日」 
副支所長 

同上 同上  
      

表中の「市川水道事務所葛南支所」の「災害時」 
支所長 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
５０ 第３章 第１０節 

第２ （２） 
協定事業者との連携 

                
                                 
                                 
    

（２）協定事業者との連携 
市は、ライフライン被害に備え、関連する事業者と協定
を締結し、訓練等を通じて連携強化に努めるものとす
る。 

同上 第３章 第１０節 
第２ （３） 
ライフライン事業者の予
防対策 

                      
       
                                 
                                 
                        
                                 
                                 
                                 
                                 
             

（３）ライフライン事業者の予防対策 
① 電気 
電気事故防止ＰＲについては、常日頃からテレビ、ラ
ジオ、新聞、ウェブ、SNS等を利用するほか、パンフレッ
ト、チラシ等を作成、配布するものとする。 
自治体や行政機関等を通じて、病院等重要施設並
びに人工透析等の医療機器等を使用している市民等
に、災害による長時間停電に起因する二次災害を未
然に防止するため、自家発電設備の設置や訓練を要
請するものとする。 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
５０ 第３章 第１０節 

第２ （３） 
ライフライン事業者の予
防対策 

     
                                 
                                 
                                 
                 
                                 
                                 
                                 
                                 
                                 
                  

② ガス 
定期的に契約者宅を訪問し、ガス漏れ検査やガス

機器の調査を行っているほか、ガスの正しい使用方法
や、誤った使用方法に伴う危険性を記載したパンフレッ
トなどを配布するものとする。 
また、ガスの安定供給と保安を担うため「防災供給セ

ンター（市川市）」を中心に供給区域内の市川市・
船橋市・柏市に拠点を配置し、道路に埋設されたガス
導管から各家庭のガス設備まで、ガス漏れ等への対応
を目的として 24時間、休日、夜間を問わず緊急出動
体制を整備するものとする。 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
５１ 第３章 第１０節 

第２ （３） 
ライフライン事業者の予
防対策 

      
                                 
                                 
                                 
                                 
                 
                                 
                                 
                                 
                                 
                                 
            
                                 
                                 
                           

③ 水道 
平時から、災害発生後に県企業局が実施する応急

対策の諸活動や住民が自ら行う、飲料水確保の方法
等について、周知を図るとともに、事故等発生直後の
無用な混乱を防止して、円滑な応急対策が実施でき
るよう広報を行うものとする。 
主な広報内容は、応急給水設備（浄・給水場）

の開設場所や３日分程度の備蓄の勧めや正しい水の
備蓄方法その他事故災害等発生後に必要な情報、
注意事項等を「県水だより」等の県の広報誌、市町村
や各防災機関の広報紙・パンフレット等により働きかけ
を行うものとする。 
また、県の提供するラジオ、テレビ番組やインターネッ

トをはじめ、報道機関の防災特集などを企画し、視聴
覚媒体を活用した広報を行うものとする。 

５１ 第３章 第１０節 
第３ （１） 
情報収集・伝達体制 

                  
              
                                 
                                 
                           

（１）情報収集・伝達体制 
① 事故発生時の連絡 
ライフライン事業者は、何らかの要因により、停電、ガス
漏れ、断減水等の事故が発生した場合、市、県、警
察、消防局及び国の関係機関等に通報する。 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
５１ 第３章 第１０節 

第３ （１） 
情報収集・伝達体制 

 
           
                                 
                                 
                                 
                   

（１）情報収集・伝達体制 
② 被害状況の収集 
市（消防局含む）は、市民やライフライン事業者、県、
近隣自治体等からの通報や災害現場への職員の派遣、
高所カメラの活用等により、ライフライン事故の発生状況、
被害情報の収集を行う。 

同上 同上  
           
                                 
                                 
                                 
                

（１）情報収集・伝達体制 
③ 対策の立案 
 市は、県又は近隣自治体へ現況を伝達し、避難勧
告、危険箇所への立ち入り禁止、避難所開設、支援物
資の供給、病院・要配慮者関連施設の確認等を行い対
策の立案を行う。 

同上 同上                     
                        
                                 
                                 
                                 
                                 

（１）情報収集・伝達体制 
④ 迅速な情報提供（広報活動） 
市は、上記における処理状況や避難指示等について、防
災行政無線、広報車、CATV、FM放送、市公式Ｗｅ
ｂサイト、ツィッター・フェイスブック、LINE、メール情報配信
サービス等により、迅速に市民情報提供を行う。 

同上 第３章 第１０節 
第３ （２）国（自衛
隊含む）への要請 

                                 
                                 
                     

（２）国（自衛隊含む）への要請 
市は、状況に応じて自衛隊給水車及び電源車、国土交
通省関東地方整備局給水車及び照明車（電源供給・
非常用電源）等の要請を行う。 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
５１ 第３章 第１０節 

第３ （３）県（警察
含む）への要請 

                  
                                 
                        

（３）県（警察含む）への要請 
市は、状況に応じて警察給水車及び非常用電源車、
その他特殊車両及び備蓄品の要請を行う。 

５２ 同上  表を追加 
５２ 第３章 第１０節 

第３ （４） 
ライフライン事業者の応
急対策 

      
                 
                                 
                                 
                      
                         
                                 
                                 
                                 
                                 
                                 
         
                 
                                 
                           

（４）ライフライン事業者の応急対策 
① 電気 
ア 市・市民への情報発信 
広報については、テレビ、ラジオ、新聞、ウェブ、SNS お
よびインターネット等を通じて行うほか、必要に応じ広報
車等により直接当該地域へ周知を行う。 
イ 大規模ライフライン事故等が発生した場合 
事故発生時には、インターネット等による停電情報に加
え、可能な限り復旧見通しを提供する。また、自宅で
人工呼吸器等の医療機器を使用しており、バッテリー
等の代替電源がない方に対しては、東京電力パワーグ
リッド株式会社が保有している小型発電機等を可能な
限り貸し出す。 
ウ 応急対策、復旧対策の実施 
被害の発生原因を考慮した上、「防災業務計画」に基
づき、迅速且つ適切に被害の復旧を行う。 
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ページ 修正箇所 現行 修正後 
５２ 第３章 第１０節 

第３ （４） 
ライフライン事業者の応
急対策 

     
                 
                                 
                                 
                    
                          
                                 
                                 
                       
                                 
                                 
           

② ガス 
ア 市・市民への情報発信 
広報については、テレビ、ラジオ、新聞、ウェブ、SNS お
よびインターネット等を通じて行うほか、広報車等により
直接当該地域へ周知を行う。 
イ 大規模ライフライン事故等が発生した場合 
メーターガス栓の閉止、ガス導管の検査・修理、ガス機
器・設備の確認、メーターガス栓の開放（供給再開） 
ウ 応急対策、復旧対策の実施 
被害の発生原因を考慮した上、「ガス漏えい及びガス
事故等処理要領」に基づき、迅速且つ適切に被害の
復旧を行う。 

５３ 同上       
               
                                 
    
                               
                
              
                      
                  
      

③ 水道 
ア 市・市民への情報発信 
  事故等の状況に応じ、適切な広報手段を選択す
る。 
ａ）ラジオ、テレビ、新聞等のマスコミへの情報提供 
ｂ）当局広報車による広報 
ｃ）ホームページへの掲載 
ｄ）市の防災行政無線等による広報 
ｅ）各戸へのお知らせ文配布 
ｆ）その他 



35 

 

ページ 修正箇所 現行 修正後 
５３ 第３章 第１０節 

第３ （４） 
ライフライン事業者の応
急対策 

      
                             
                                 
                                 
                                 
                                 
                 
                                 
                                 
                          
                                 
    
                                 
       
                                 
        

③ 水道 
イ 大規模ライフライン事故等が発生した場合 
「給水区域内各市における応急給水等連絡調整会
議に係る確認事項」に基づき、県内１１市（千葉・
市川・船橋・松戸・成田・習志野・市原・鎌ヶ谷・浦
安・印西・白井）と千葉県企業局が役割を状況に応
じて適切な方法で分担し行う。 
県地域防災計画に基づき、県企業局給水区域内の
応急給水活動に係る事前対策及び災害時の作業に
ついて県企業局が市と役割を分担し行う。 
ａ) 病院等の重要施設及び避難場所等への応急給
水 
ｂ) 消火栓を活用した仮配管や仮設給水栓による応
急給水 
ｃ）県企業局浄水場・給水場における近隣住民への
応急給水 

５３ 同上       
                    
                                 
                                 
            

③ 水道 
ウ 応急対策、復旧対策の実施 
被害の発生原因を考慮した上、「企業局水道事業事
故等対策基本計画」等に基づき、迅速且つ適切に被
害の復旧を行う。 

 


